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八潮市の給与・定員管理等について  

 

 

１  総括  

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

住民基本台帳人口  

（令和 6年 1月 1日）  

歳  出  額  

     Ａ  

実質収支  

 

人  件  費  

    Ｂ  

人件費率  

Ｂ／Ａ  

(参考 ) 

令和４年度の人件費率  

令和  

５年度  

              人 

9 3 , 0 6 5  

       千円  

4 3 , 2 8 3 , 1 2 9  

       千円  

2 , 4 7 8 , 0 1 4  

       千円  

4 , 8 3 3 , 9 7 1  

      ％ 

1 1 . 2  

           ％  

1 1 . 6  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

職員数  

  Ａ  

給      与      費    

  

  

 

 

(参 考 )一 人 当 た

り給与費   

Ｂ／Ａ  

(参 考 )  令和４

年度平 均 一 人

当 た り 給 与 費  

給   料  職員手当    期末･勤勉手当 計  Ｂ  

令和  

５年度  

   人  

5 3 7   

    千円  

1 , 6 0 0 , 1 7 6  

    千円  

4 2 3 , 6 8 3  

千円  

700,358 

       千円  

2 , 7 2 4 , 2 1 7  

千円  

5,073 

        千円  

5 , 1 0 2  

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

２  職員数については、令和５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、

暫定再任用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含ま

ない。  

３  給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再

任用短時間勤務職員の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれてい

ない。  

 

 (3) ラスパイレス指数の状況  
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(各年度とも４月１日現在 ) 

 ラスパイレス指数  

令和２年度  １０１．２  

令和３年度  １００．０  

令和４年度  １００．１  

令和５年度  １００．６  

令和６年度  １０１．０  

 ※ラスパイレス指数とは、一般行政職について国家公務員の給料を１００とした場合、地方公務員の給

与水準がどのくらいかを示す指数  

 

(4) 給与改定の状況   

  

 地方公共団体の職員の給与は、地方公務員法により、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業者

の従業員の給与などを参考に、条例で定めることとされています。  

 本市の職員の給与改定にあたっては、「人事院勧告」（人事院が国家公務員と民間の給与を比較し、国

会及び内閣に対し較差を解消するよう年１回勧告を行うもの）を踏まえて実施し、その水準の適正化を図

ることとしています。令和６年度は「民間給与との較差を解消するため、俸給表を引上げ。若年層に特に

重点を置きつつ、概ね３０歳台後半までの職員に重点を置いて、全ての職員を対象に全俸給表を引き上げ

改定。」とする旨の勧告が出され、本市もこの内容を踏まえ、給与改定を行いました。  

 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し  

［  実施   未実施］  

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の

場合には、その理由））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日  

（内容）国の見直し内容を踏まえ、平均２ .０５ %引き下げた。  

一番大きい改定率は６級の２ .３５％である。急変緩和のため、平成３０年３月３１日までの経過措

置（減給保障）を実施。  

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。  
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②地域手当の見直し  

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

 

③その他の見直し内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支給割合）国基準６％に対し、八潮市においても６％を支給。（令和６年４月１日現在）  

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年度は

５％、平成２８年度から６％を支給。  

 

（参考）  

  
各年度の支給割合  

平 成  

26 年 度   

平 成 27 年 度  

平 成  

28 年 度   

平 成  

29 年 度   

平 成  

30 年 度   

令 和  

元 年 度  

令 和  

２ 年 度  

令 和  

３ 年 度  

令 和  

４ 年 度  

令 和  

５ 年 度  

令 和  

６ 年 度  
4 月 1 日

時点  

遡 及  

改 定

後  

国 基 準 に

よ る 支 給

割合  

３％  ４％  ５％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  

八 潮 市 の

支給割合  
３％  ４％  ５％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  ６％  
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２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）  

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

区  分  

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

八潮市  38.8歳  294,027円  360,117円  331,137円  

埼玉県  41.8歳  319,425円  411,863円  367,476円  

国  42.1歳  323,823円  ―  405,378円  

 類似団体      

 

②技能労務職  

 

(2) 職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）  

区     分  八  潮  市  埼  玉  県  国    

  

  

  

  

一般行政職  
大  学  卒  ２０２，４００円   ２０５，５７９円   １９６，２００円   

高  校  卒    １７６，１００円   １７３，５８４円   １６６，６００円   

技能労務職  
高  校  卒       ―           ―  ―  

中  学  卒       ―   ―  ―  

 

参   考 

平均年齢  職員数  平均給料月額  
平均給与月額  

（ Ａ ）  

平均給与月額  

(国比較ベース )     

対応する民間  

の類似職種  
平均年齢  

平均給与月額  

（ Ｂ ）  A／B 

53.1 歳  15 人 307,513 円 337,149 円 346,042 円  ― ― ― ― 

うち清掃職員  61.3 歳 3 人  308,559 円 329,434 円 342,328 円 廃棄物処理業  47.7 歳  314,900 円 

うち 用務員  ―  ―  ―  ―  ―  

その他 49.1 歳  244,800 円  うち その他  51.0 歳 12 人 307,258 円 339,025 円 346,946 円 

54.9 歳 139 人 322,835 円 378,075 円 358,877 円 ― ― ― ― 

51.2 歳 1,829 人 288,144 円 ― 330,533 円 ― ― ― ― 

52.7 歳 16 人 321,506 円 377,113 円 353,146 円 ― ― ― ― 

公務員  
（Ｃ ）  

民間  
（Ｄ）  Ｃ／Ｄ  

― ― ― 

うち清掃職員  5,218 ,388 円  4,376 ,300 円  

うち 用務員  

5,805 ,074 円  3,297 ,300 円  うち その他  

  ― ― 

 ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和３～５年の３ヵ年平均）。 

 ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもので  

はない。  

 ※年収ベース「公務員（C） 」及び「民間（D） 」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては前年  

度に支給された、期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

八潮市  

 

区     分 

公   務   員  民     間 

八潮市  

 

国  

埼玉県  

類似団体  

区     分 

参    考 

年収ベース（試算値）の比較  

1.1 

1.4 

― 

― 

1.2    

― ― ― 

1.8    
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）  

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）  

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の  

給料月額  

最高号給の

給料月額  

１  級  
定 型 的 な 業 務 を 行 う 主
事 及 び 技 師 の 職 務  

         人 

6 1  

  

        ％  

1 4 . 3  

  

         円 

1 6 2 , 1 0 0  

  

        円  

2 4 9 , 4 0 0  

  

２  級  
相 当 高 度 な 知 識 又 は 経 験

を 必 要 と す る 業 務 を 行 う

主 事 及 び 技 師 の 職 務  

         人 

1 2 4  

  

        ％  

2 9 . 0  

  

         円 

2 0 8 , 0 0 0  

  

        円  

3 0 5 , 2 0 0  

  

３  級  主 任 の 職 務  

         人 

9 9  

  

        ％  

2 3 . 1  

  

         円 

2 3 2 , 6 0 0  

  

        円  

3 8 4 , 3 0 0  

  

４  級  係 長 の 職 務  

         人 

6 1  

  

        ％  

1 4 . 3  

  

         円 

2 3 2 , 1 0 0  

  

        円  

4 1 8 , 2 0 0  

  

５  級  副 課 長 の 職 務  

         人 

1 7  

  

        ％  

4 . 0  

  

         円 

2 7 2 , 4 0 0  

  

        円  

4 2 9 , 5 0 0  

  

６  級  課 長 の 職 務  

         人 

3 6  

  

        ％  

8 . 4  

  

         円 

2 9 1 , 5 0 0  

  

        円  

4 6 1 , 6 0 0  

  

７  級  副 部 長 の 職 務  

         人 

1 5  

  

        ％  

3 . 5  

  

         円 

3 1 9 , 3 0 0  

  

        円  

4 7 8 , 9 0 0  

  

８  級  部 長 の 職 務  

         人 

1 5  

  

        ％  

3 . 5  

  

         円 

3 5 7 , 8 0 0  

  

        円  

5 0 5 , 5 0 0  

  

  （ 注）１  八潮市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

    区     分  経験年数 10年  経験年数 20年  経験年数 25年  経験年数 30年  

一般行政職  
大  学  卒   ２６５，４７２円  ―   ３９９，３１０円   ４２１，２００円  

高  校  卒  ２３８，１００円  ―    ４０２，５００円   ３９５，１７５円  
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( 2 )国 と の 給 料 表 カ ー ブ 比 較 （ 行 政 職 ） （ 令和６年４月１日現在）  

(3) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）  

令和６年度中における運用  管理職員  一般職員  

イ  人 事 評 価 を 活 用 し て い る  ○  ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

活 用 し て い る 昇 給 区 分  
昇 給 可 能 な

区 分  

昇 給 実 績 が

あ る 区 分  

昇 給 可 能 な

区 分  

昇 給 実 績 が

あ る 区 分  

 上 位 、 標 準 、 下 位 の 区 分  ○   ○  ○  

 上 位 、 標 準 の 区 分      

 標 準 、 下 位 の 区 分      

 標 準 の 区 分 の み （ 一 律 ）   ○    

ロ  人 事 評 価 を 活 用 し て い な い    

 
 活 用 予 定 時 期    

　　　　　　　　　　昇給

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

給

料

月

額

令和６年４月１日時点

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

八潮市（R6）

国家公務員（R6）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

（百円）  
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４ 職員の手当の状況  

 

 (1)  期末手当・勤勉手当 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

八   潮    市  埼     玉     県  国  

1人当たり平均支給額 (令和５年度 )

      １，４４９千円  

1人当たり平均支給額 (令和５年度 ) 

      １，７０７千円  

 

―  

（令和５年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2.45月分      2.05月分  

 (  1.375)月分    (  0.975)月分  

（令和５年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2.45月分      2.05月分  

 (  1.375)月分    (  0.975)月分  

（令和５年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2.45月分      2.05月分  

 (  1.375)月分    (  0.975)月分  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

加算措置  

 ・ 役 職 加 算   3～ 2 0％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

加 算 措 置  

 ・ 役 職 加 算   5～ 2 0％  

 ・ 管 理 職 加 算  1 0～ 2 5％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

加 算 措 置  

 ・ 役 職 加 算   5～ 2 0％  

 ・ 管 理 職 加 算  1 0～ 2 5％  

（注）  (  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。  

 

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）  
 

令和６年度中における運用  
 

 
管理職員  

 
一般職員  

イ  人 事 評 価 を 活 用 し て い る  ○   

 

 

 

 

 

 

 

 

活 用 し て い る 成 績 率  
支 給 可 能 な

成 績 率  

支 給 実 績 が

あ る 成 績 率  

支 給 可 能 な

成 績 率  

支 給 実 績 が

あ る 成 績 率  

 上 位 、 標 準 、 下 位 の 成 績 率  ○     

 上 位 、 標 準 の 成 績 率      

 標 準 、 下 位 の 成 績 率      

 標 準 の 成 績 率 の み （ 一 律 ）   ○    

ロ  人 事 評 価 を 活 用 し て い な い   ○  

 
 活 用 予 定 時 期   令 和 ７ 年 度 予 定  

 

 (2) 退職手当（令和６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

  

八  潮  市  国    

  

  

  

  

  

  

 

 

（支給率）     自己都合    勧奨・定年  

勤 続 2 0 年          19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年          28.0395月分  33.27075月分  

勤 続 3 5 年          39.7575月分  47.709月分  

最高限度       47.709月分   47.709月分  

その他の加算措置  

(定年前早期退職特例措置（ 2～ 30%加算） )  

1人当たり平均支給額  1,397千円  2 3 , 5 4 6千円  

（支給率）    自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075月分  

勤 続 3 5 年        39.7575月分  47.709月分  

最高限度     47.709月分   47.709月分  

その他の加算措置                        

(定年前早期退職特例措置（ 2～ 45%加算） )  

 

(注 )１  退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。   

２  「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日          

以後その者の非違によることなく退職した場合を含む。  
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(3) 地域手当（令和６年４月１日現在）  

支  給  実  績（令和５年度決算）    １２１，１２８千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）      １９０，７５３円  

支給対象地域  支給割合  支給対象職員数  国の制度（支給割合）  

八 潮 市         ６％       ６３５人           ６％  

 

(4) 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）  

支給実績（令和５年度決算）  １ ４ ７ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度）  １ ２ ， ２ ５ ０ 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）  １ ． ９ ％  

手当の種類（手当数）  ３ 種 類  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する  

支給単価 

作業手当  環境リサイクル課職員  土 木 作 業 、 衛 生 作 業 等 に 従 事 し

た と き  

 日額１００円  

特殊自動車運転手当 道 路 治 水 課 職 員  特 殊 作 業 用 自 動 車 の 運 転 に 従 事

し た と き  

 日額２００円  

作業手当  健 康 増 進 課 職 員  特定新型インフルエンザ等の患者又は

その疑いのある者と対面して行う作業

に従事したとき  

 日額１，５００円

(長時間にわたる  

作業の場合には、

日額４，０００円 ) 

 

 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（令和５年度決算）            １ ８ ３ ， ９ ０ ３ 千円  

職員１人当たり平均支給年額  

（令和５年度決算）  
                 ３ ５ ６ 千円  

支給実績（令和４年度決算）            １ ５ ８ ， ８ ８ ８ 千円  

職員１人当たり平均支給年額  

（令和４年度決算）  
                 ３ ０ ４ 千円  

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、支給実績と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含む。  
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(6) その他の手当（令和６年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国の制度

との異同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ 令 和 ５ 年 度

決 算 ）  

支給職員１人当たり  

平均支給年額  

（令和５年度決算）  

扶 養 手 当      ・ 配 偶 者 6 , 5 0 0円  

・ 子 1 0 , 0 0 0円 (満

1 6歳 ～ 2 2歳 未 満

の 子 1人 に つ き  

5 , 0 0 0円 加 算 )  

・ 父 母 等 6 , 5 0 0円  

※ 8級 は 配 偶 者  

3 , 5 0 0円 ・ 父 母  

3 , 5 0 0円  

 

 

 

 

同 じ  

 

 

 

 

―  

千円  

 

 

 

３９，０２７  

円  

 

 

 

２０６，４９２  

住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

2 8 , 0 0 0円 を 限 度

に 支 給  

 

 

 

同 じ  

 

 

  ―  

千円  

 

４５，４９５  

円  

 

１４５，３５１  

通 勤 手 当      ・ 交 通 機 関 (電 車

等 )利 用 者 ：  

6月定期券相当額  

・ 交 通 用 具 (自 動

車 等 )利 用 者 ：  

距 離 に 応 じ た 額  

 

 

同 じ  

 

 

―  

千円  

 

４０，１４０  

円  

 

 ８７，６４２  

管理職手当  ・ 部 長 級 職 員  

6 5 , 0 0 0円  

・ 副 部 長 級 職 員  

6 0 , 0 0 0円  

・ 課 長 級 職 員  

5 5 , 0 0 0円  

・ 副 課 長 級 職 員  

4 0 , 0 0 0円  

 

 

 

異 な る  

 

 

 

支 給 額  

千円  

 

 

６８，４４７  

円  

 

 

５８０，０５９  

休日勤務手当  ・ 祝 日 法 に よ る

休 日 等 お よ び 年

末 年 始 の 休 日 等

に お い て 正 規 の

勤 務 時 間 中 に 勤

務 し た 全 勤 務 時

間 に 対 し て 、 勤

務 時 間 １ 時 間 に

つ き 条 例 で 定 め

る 勤 務 １ 時 間 当

り の 給 与 額 の  

1 3 5 / 1 0 0  

 

 

 

 

 

同 じ  

 

 

 

 

   

  ―  

千円  

 

 

 

 

 ５，４４９  

円  

 

 

 

 

１６，５１２  
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５  特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）  

 
区      分  給 料 月 額 等                     

給 

料 

市     長  

 

副   市   長  

 

       ７２４，０００  円  

     （９０５，０００円）  

       ６９７，５００  円  

     （７７５，０００円）  

（参考）類似団体における最高／最低額  

１，０６１，０００円／５９３，４００円  

 

    ８８５，０００円／５４７，６００円  

 

報 

酬 

議     長  

 

副   議   長  

 

議     員  

 

       ４５５，０００  円  

      

       ４１５，０００  円  

 

       ３９５，０００  円  

 

 

   ７３７，０００円／３７２，０００円  

 

   ６５３，０００円／２９４，０００円  

 

   ５９１，０００円／２６６，０００円  

 

期
末
手
当 

市     長  

副   市   長  

       （令和５年度支給割合）  

  ６月期  ２．２０月分  

１２月期  ２．３０月分   計４ .５０月分  

 

議     長  

副   議   長  

議     員  

       （令和５年度支給割合）  

６月期  ２．２０月分  

１２月期  ２．３０月分   計４ .５０月分  

退
職
手
当 

 

市     長  

副   市   長  

（算定方式）                     （１期の手当額）  （支給時期）  

給料月額×在職月数×35/100×115/100   17,484,600 円    任期ごと  

給料月額×在職月数×21/100×115/100     8,983,800 円    任期ごと  

備    考   

（注）１  給料の（  ）内は、減額措置を行う前の金額である。  

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期    

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  
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６  職員数の状況  

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                                     
（各年４月１日現在）  

          区  分  
部  門  

職   員   数  対  前  年  
増  減  数  

   主 な 増 減 理 由            
 令和 5年  令和 6年  

普  
 

通  
 

会  
 

計  
 

部  
 

門  

 一  
 般  
 行  
 政  
 部  
 門  
 

議 会  
総 務  
税 務  
民 生  
衛 生  
労 働  
農 林 水 産  
商 工  
土 木  

６  
１ ４ ５  

４ ５  
１ ３ ８  

４ ５  
６  
５  

１ ０  
７ ７  

６  
１ ５ １  

４ ６  
１ ４ ０  

４ ４  
６  
６  
８  

８ ２  

０  
６  
１  
２  

△ １  
０  
１  

△ ２  
５  

 
事 務 の 見 直 し 等 に よ る 増  
育 休 代 替 任 期 付 職 員 分  
事 務 量 の 増 加 に 伴 う 増  
事 務 の 見 直 し 等 に よ る 減  
 
欠員補充による増  
育休代替任期付職員分  
課 の 新 設 に よ る 増  

  計  
 

４ ７ ７  
 
 

４ ８ ９  
 
 

１ ２  
    
    

＜参考＞                         
  人口１万人当たり職員数 ５２．５３人  
 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 ５２．１３人）  

 教育部門  
 

６ ０  
 

６ ０  
 

０  
 

 

  小    計  
 

５ ３ ７  
 

５ ４ ９  
 

 

１ ２  
    

    

＜参考＞                         
  人口１万人当たり職員数 ５８．９８人  
 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 ６５．５３人）  

公  
営  
企会
業計
等部   
 門  

水 道  ２ ４  
 

２ ４  
 

０  
 

 

 下 水 道  
 

１ ４  １ ５  １  欠 員 補 充 に よ る 増  

 そ の 他  
 

４ ３  ４ ２  △ １  欠 員 に よ る 減  

  小    計  
 

８ １  ８ １  ０   

合   計  
 

６ １ ８  
 

[６４６ ]  

６ ３ ０  
 

[６４６ ]  

１ ２  
 

[    ０ ]  

＜参考＞                           
  人口１万人当たり職員数 ６７．６８人  

（注）１  職員数は一般職に属する職員数である。  

２  [     ]内は、条例定数の合計である。  
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部門別  

( 2 )  年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）  

 

 

 

区  分  

 

20歳  

 

未満  

20歳  

～  

23歳  

24歳  

～  

27歳  

28歳  

～  

31歳  

32歳  

～  

35歳  

36歳  

～  

39歳  

40歳  

～  

43歳  

44歳  

～  

47歳  

48歳  

～  

51歳  

52歳  
～  

55歳  

56歳  

～  

59歳  

60歳  

 

以上  

 

計  

 

 

職員数  

 

人  

1  

 

人  

33 

 

人  

81 

 

人  

106 

 

人  

86 

 

人  

7 9  

 

人  

2 8  

 

人  

2 2  

 

人  

5 8  

 

人  

6 6  

 

人  

5 5  

 

人  

1 5  

 

人  

6 3 0  

 

 

 

 (3) 職員数の推移  

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）  

 平 成 31 年  令 和 2 年  令 和 3 年  令 和 4 年  令 和 5 年  令 和 6 年  
過去５年間  

の増減数（率）  

一般行政  452 467 469 473 477 489 37（ 8.2％）  

教育  49 51 54 58 60 60 11（ 22.4％） 

消防  0 0 0 0 0 0 0（ 0％） 

普通会計計  501 518 523 531 537 549 48（ 9.6％）  

公営企業等会計計  76 79 82 84 81 81 5（ 6.6％） 

総合計  577 597 605 615 618 630 53（ 9.2％）  

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

２  合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。  

 

 

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

20歳未満 20～23歳 24歳～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上

構成比

5年前の構成比

年  度  
部門別  
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７  公営企業職員の状況  

 

 (1) 水道事業  

①  職員給与費の状況  

 決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

     Ａ 

純損益又は  

実質収支  

 

職員給与費  

 

     Ｂ 

総費用に占める  

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

(参考 )令和４年度

の総費用に占める

職員給与費比率  

令和５年度  千円  

1,698,497 

       千円  

3 0 0 , 0 8 0  

        千円  

1 4 1 , 0 0 4  

             ％ 

8 . 3  

％  

        8 . 0  

 

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり  

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参考)団体平均 

一人当たり給与費 給   料  職員手当    期末･勤勉手当 計  Ｂ  

令和  

５年度  

    人  

2 2  

     千円  

8 4 , 6 1 2  

     千円  

1 9 , 8 1 1  

     千円  

3 6 , 5 8 1  

     千円  

1 4 1 , 0 0 4  

        千円  

6 , 4 0 9  

        千円  

6 , 9 2 3  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。  

３  職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。  

 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和６年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

八  潮  市       44.0歳    361,209円 532,222円  

団  体  平  均       44.6歳    359,974円 575,747円  

（注）  平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 

    ③  職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

    八     潮     市  団  体  平  均  

１人当たり平均支給額（令和５年度）   

            １，６４０千円  

１人当たり平均支給額（令和５年度）   

            １，６５７千円  

（令和５年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2.45月分       2.05月分  

 (  1.375)月分    (  0.975)月分  

 

―  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

加算措置  

 ・ 役 職 加 算   3～ 2 0％  

 

 

―  

（注）  (  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。  
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イ  退職手当（令和６年４月１日現在）  

八  潮  市           団  体  平  均  

（支給率）    自己都合     勧奨・定年  

勤続 20年     19.6695月分   24.586875月分  

勤続 25年    28.0395月分   33.27075月分  

勤続 35年    39.7575月分   47.709月分  

最高限度額     47.709月分    47.709月分  

その他の加算措置  

(定年前早期退職特例措置（ 2～ 30%加算） )  

 

 

 

―  

 

 

ウ  地域手当（令和６年４月１日現在）  

 

 

支  給  実  績（令和５年度決算）         ５，２１１千円   

 

             

    

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）             ２３６，８６４円  

支給対象地域  支給割合  支給対象職員数  一般行政職の制度（支給割合）  

八 潮 市          ６％          ２２人                ６％  

 

エ  特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）  

支給実績（令和５年度決算）  ０ 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）  ０ 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）  ０ ％  

手当の種類（手当数）  ２ 種 類  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(令和５年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

危険従事手当  高 所 作 業 、 高 電 圧

作 業 ま た は 危 険 物

取 扱 作 業 を 行 う 職

員  

高 所 作 業 、 高 電

圧 作 業 ま た は 危

険 物 取 扱 作 業  

千円  

０    

 

  

日額 100円  

事故待機手当  水 道 管 の 緊 急 事 故

ま た は 停 水 開 栓 に

備 え 、 連 絡 待 機 を  

命 ぜ ら れ た 職 員  

事 故 待 機 、  

連 絡 待 機  

千円  

  ０    

 

１回当たり 1,500円  

 

オ  時間外勤務手当  

支給実績（令和５年度決算）            ６ ， ４ ８ ０ 千円  

職員１人当たり平均支給年額  

（令和５年度決算）  
                 ３ ６ ０ 千円  

支給実績（令和４年度決算）            ４ ， ３ １ ５ 千円  

職員１人当たり平均支給年額  

（令和４年度決算）  
                 ２ ２ ７ 千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、支給実績と同じ年度の４月１日現在

の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含む。  
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カ  その他の手当（令和６年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  

一般行政

職の制度

との異動 

一般行政職の  

制度と異なる  

内容  

支 給 実 績  

（ 令 和 ５ 年 度

決 算 ）  

支給職員１人当たり  

平均支給年額  

（令和５年度決算）  

扶 養 手 当      ・ 配 偶 者 6 , 5 0 0円  

・ 子 1 0 , 0 0 0円 (満

1 6歳 ～ 2 2歳 未 満

の 子 1人 に つ き  

5 , 0 0 0円 加 算 )  

・ 父 母 等 6 , 5 0 0円  

※ 8級 は 配 偶 者  

3 , 5 0 0円 ・ 父 母  

3 , 5 0 0円  

 

 

 

 

同 じ  

 

 

 

 

―  

千円  

 

 

 

２，２４６  

円  

 

 

 

 ２４９，５５６  

住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

2 8 , 0 0 0円 を 限 度

に 支 給  

 

 

 

同 じ  

 

 

―  

千円  

 

２，２４２  

円  

 

１４９，４６７  

通 勤 手 当      ・ 交 通 機 関 (電 車

等 )利 用 者 ：  

6月定期券相当額  

・ 交 通 用 具 (自 動

車 等 )利 用 者 ：  

距 離 に 応 じ た 額  

 

 

同 じ  

 

 

―  

千円  

 

７ ９ ２  

円  

 

  ５６，５２５  

管理職手当  ・ 部 長 級 職 員  

6 5 , 0 0 0円  

・ 副 部 長 級 職 員  

6 0 , 0 0 0円  

・ 課 長 級 職 員  

5 5 , 0 0 0円  

・ 副 課 長 級 職 員  

4 0 , 0 0 0円  

 

 

 

同 じ  

 

 

 

 ―  

千円  

 

 

２，８２０   

円  

 

 

 ７０５，０００  

休日勤務手当  ・ 祝 日 法 に よ る

休 日 等 お よ び 年

末 年 始 の 休 日 等

に お い て 正 規 の

勤 務 時 間 中 に 勤

務 し た 全 勤 務 時

間 に 対 し て 、 勤

務 時 間 １ 時 間 に

つ き 条 例 で 定 め

る 勤 務 １ 時 間 当

り の 給 与 額 の  

1 3 5 / 1 0 0  

 

 

 

 

 

同 じ  

 

 

 

 

 

―  

千円  

 

 

 

 

 ０   

 

円  

 

 

 

 

０   

 

 

 


